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(57) Abstract: The machine tool i s provided with:
a main shaft (2) that grasps and rotates an end of

加工開始時 加工中間時 （ 加工終了時 the workpiece (W), the outer surface of which i s a
cylindrical surface; blade mounts (13) that are
：freely rotatable around axes of rotation (02) that
are parallel to the shaft center (Ol) of the main

AA shaft (2) and are freely movable relative to the
平面図 main shaft (2) in the advance direction; tools

(14A) that are mounted on the blade mounts (13);
and a processing control means (20). The tools
(14A) have flat blade edges and are mounted on

BB the blade mounts (13) so that the blade edges are
側面図 parallel t o tangents of imaginary circular trajector

ies of the tools (14A) due to rotation of the blade
mounts (13) and are slanted with respect to the
shaft center (Ol) of the main shaft (2). The pro
cessing control means (20) synchronizes the angu
lar positions of the blade mounts (13) around the
axes of rotation (02) with the positions of the
blade mounts (13) in the advance directions so

(A) BEGINNING OF PROCESSING that the blade edges of the tools (14A) maintain a
(B) MIDPOINT OF PROCESSING constant distance from the generating line forming
(C) COMPLETION OF PROCESSING the outer surface of the workpiece (W) held on theAA TOP VIEW
BB SIDE VIEW main shaft (2).

(57) 要約：
[続葉有]



工 作機 械 は 、外 周 面 が 円筒 面 状 で ある ワー ク （W) の端部 を把持 して 回転 す る主軸 （2 ) と、主軸
( 2 ) の軸 心 （0 1 ) と平行 な旋 回軸 （0 2 ) 回 りに旋 回 自在 で あ り、主軸 （2 ) に対 して送 リ方 冋に

相対的 に移 動 自在 な刃物台 （1 3 ) と、刃物台 （1 3 ) に装着 され る工具 （1 4 A ) と、加工制御 段
( 2 0 ) と * 備 える。工具 （1 4 A ) は、 フラ ッ 卜な刃先 を有 し、 この刃先が 、刃物台 （1 3 ) の旋 回

による工具 （1 4 A ) の仮想旋 回軌跡の接線 に対 して平行 で、か つ主軸 （2 ) の軸心 （0 1 ) に対ふ
傾斜す るよ うに刃物台 （1 3 ) に装着 され る。加 工制御手段 （2 0 ) は、工具 （1 4 A や刃先 が声軸
( 2 ) に把持 され た ワー ク （W) の外周 面 を成す母線 との距離 を一定 に保 つ よ うに、刃物台 （1 3 ) の

旋 回軸 （0 2 ) 回 りの角度位置 、および刃物台 （1 3 ) の送 り方 向の位置 を互 いに同期制御す 。



明 細 書

発明の名称 ：工作機械

関連出願

[0001 ] この出願は、 2 0 1 1年 1 2 月 1 3 日出願の特願 2 0 - 7 7 0

の優先権を主張するものであり、その全体を参照により本願の一部をなすも

のとして引用する。

技術分野

[0002] この発明は、ワークの円筒面状の外周面を切削加工する工作機械、および

その工作機械を用いた加工方法に関する。

背景技術

[0003] 旋盤等の工作機械で外周面が円筒面状のワークに対 して切削加工を行う場

合、一般的には、位置固定された工具の刃先を、主軸に把持されて回転する

ワークの外周面に当てて加工を行う。このような、一般的な加工方法とは別

に、主軸の軸心に対 して斜めになつた刃先を有する工具をワークの外周面の

接線方向に移動させながら、刃先をワークの外周面に当てて切削加工を行う

加工方法がある。この加工方法によると、工具の刃先におけるワーク切削点

が連続的にずれるため、上記一般的な加工で見られる送りマークを小さくで

き、表面粗度が良好に加工できる。また、ワーク切削点が連続的にずれるこ

とから、刃先の 1 点に切くずによる摩擦熱が集中することがない。それによ

り、加工速度を速くでき、かつ工具の耐久性を向上させることができる。

[0004] 上記の工具を移動させる加工を実行するためには、工具をワークの外周面

の接線方向に移動させる機構を設ける必要がある。ワークの外周面の接線方

向 （Y 軸方向）は、主軸の軸心方向 （Z 軸方向）および工具の送り方向 （X

軸方向）にそれぞれ垂直な方向である。主軸の軸心とタレットの旋回軸が平

行なタレッ卜旋盤の場合、タレッ卜を含む刃物台は Z 軸方向およびX 軸方向

には移動可能であるが、 Y 軸方向の移動機構は設けられていないので、 Y 軸

方向の移動機構を新たに設けなければならない。



[0005] 工具をワークの外周面の接線方向に移動させる代わりに、タレットを旋回

軸回りに回転させて加工を行うことで、工具をワークの外周面の接線方向に

移動させながら加工するのと同等の効果を得る加工方法も知られている。た

だし、この加工方法を実行するには、タレットを旋回軸回りに回転させても

工具とワークの外周面との距離が変わらないように、刃先の形状がタレッ卜

の旋回軸を中心とする円弧状である工具を用いる必要がある。

先行技術文献

特許文献
[0006] 特許文献1 ：特公平 3 _ 3 3 4 4 1号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] 工具を移動させる加工方法は、刃物台をY軸方向に移動させる機構を新た

に設ける必要があるため、工作機械の構造が複雑になり、かつ剛性の低下が

避けられない。工作機械の剛性が低下すると、加工精度も低下する。また、

タレッ卜を旋回軸回りに回転させる加工方法は、刃先の先端形状が円弧状の

工具を用いる必要があり、工具の加工が難しく、工具の製作コストが高くな

る。

[0008] この発明の目的は、高精度、高能率の切削加工を行うことができ、構造が

比較的簡単で、安価な工具を使用することが可能な工作機械および加工方法

を提供することである。

課題を解決するための手段
[0009] この発明の工作機械は、外周面が円筒面状であるワークの端部を把持して

回転する主軸と、前記主軸の軸心と平行な旋回軸回りに旋回自在であり、前

記主軸の軸心と前記旋回軸とを結ぶ軸線上に沿う送り方向に主軸に対して相

対的に移動自在な刃物台と、この刃物台に装着される工具と、加工制御手段

とを備える。前記工具は、フラットな刃先を有し、この刃先が、前記刃物台

の旋回による工具の仮想旋回軌跡の接線に対して平行で、かつ主軸の軸心に



対 して傾斜するように前記刃物台 に装着 される。前記加工制御手段 は、前記

工具の刃先が前記主軸 に把持 されたワークの外周面 を成す母線 との距離 を一

定に保つように、前記刃物台の前記旋回軸回 りの角度位置、 および前記刃物

台の前記送 り方向の位置 を互いに同期制御する。

[001 0] この構成 によると、加工制御手段 によ り、刃物台の旋回軸回 りの角度位置

、 および刃物台の送 り方向の位置 を互いに同期制御 して、工具の刃先 と主軸

に把持 されたワークの外周面 を成す母線 との距離 を一定に保つ ことで、工具

をワークの外周面の接線方向に移動 させて加工する場合 と同 じように、工具

の刃先 におけるワーク切削点を連続的にず らしなが ら加工する。 そのため、

送 りマークを小さ くで き、表面粗度が良好に加工で きる。 また、 ワーク切削

点が連続的にずれるため、刃先の 1 点 に切 くずによる摩擦熱が集中すること

がない。 それによ り、加工速度 を速 くで き、かつ工具の耐久性 を向上 させる

ことがで きる。

[001 1] この発明において、前記刃物台は、外周部 に複数の工具 を装着可能で、前

記旋回軸回 りに旋回させることで、前記複数の工具の うちの一つを前記主軸

に把持 されたワークの側 に割 り出すように したタ レッ 卜であ ってもよい。刃

物台が上記 タ レッ 卜である工作機械の場合、刃物台 を旋回軸回 りに旋回させ

る機構が設 け られている。 この機構 を利用 して、加工時における刃物台の旋

回軸回 りの角度位置 を制御することがで きるため、加工用に刃物台の旋回機

構 を新たに設 けな くて済む。

[001 2] この発明において、前記 ワークの一端 を前記主軸で把持 し、他端 を主軸 と

は別の支持手段 によ り支持するように してもよい。 この場合、長尺なワーク

の加工が容易になる。

[001 3] この発明の加工方法は、外周面が円筒面状であるワークの端部 を把持 して

回転する主軸 と、前記主軸の軸心 と平行な旋回軸回 りに旋回自在であ り、前

記主軸の軸心 と前記旋回軸 とを結ぶ軸線上 に沿 う送 り方向に主軸 に対 して相

対的に移動 自在な刃物台 と、 この刃物台 に装着 される工具 とを備 え、前記ェ

具 は、 フラッ トな刃先 を有 し、 この刃先が、前記刃物台の旋回による工具の



仮想旋回軌跡の接線 に対 して平行で、かつ主軸の軸心 に対 して傾斜するよう

に前記刃物台 に装着 されるものである工作機械 を用いる。前記工具の刃先が

前記主軸 に把持 されたワークの外周面 を成す母線 との距離 を一定に保つよう

に、前記刃物台の前記旋回軸回 りの角度位置、 および前記刃物台の前記送 り

方向の位置 を互いに同期制御 して、前記工具の刃先 におけるワークに接触す

る切削点を前記主軸の軸心 に沿 つて移動 させなが らワークの円筒面状である

外周面 を切削加工する。

[00 14 ] この加工方法 によると、上述の この発明の工作機械 と同様の効果 を得 るこ

とがで きる。 また、前記距離 を一定に保つ制御 と して、例 えば、加工開始時

か ら加工中間時 までは前記工具 を下降させ、加工中間時か ら加工終 了時 まで

は前記工具 を上昇 させる。 この場合、簡単な制御で、工具の刃先 とワークの

外周面 を成す母線 との距離 を一定に保つ ことがで きる。

[00 15 ] 請求の範囲および または明細書 および または図面 に開示 された少な く

とも 2 つの構成の どのような組合せも、本発明に含 まれる。特 に、請求の範

囲の各請求項の 2 つ以上の どのような組合せも、本発明に含 まれる。

図面の簡単な説明

[00 16 ] この発明は、添付の図面 を参考 に した以下の好適な実施形態の説明か らよ

り明瞭に理解 されるであ ろう。 しか しなが ら、実施形態および図面は単なる

図示および説明のためのものであ り、 この発明の範囲を定めるために利用さ

れるべ きものではない。 この発明の範囲は添付の請求の範囲によって定 まる

。添付図面 において、複数の図面 における同一の部品番号は、同一 または相

当部分 を示す。

[ 図 1 ] この発明の一実施形態 にかかる工作機械の一部破断正面図である。

[ 図2 ] 同工作機械の一部破断側面図である。

[ 図 3A] 同工作機械の工具の一つを示す正面図である。

[ 図 3B] 同工作機械の工具の一つを示す側面図である。

[ 図 3C] 同工作機械の工具の一つを示す底面図である。

[ 図4 ] ワークの一例 を示す斜視図である。



[ 図5] 加工開始時、加工中間時、および加工終了時におけるワークと工具の位

置関係を示す側面図および平面図を一つの図にまとめて表 した説明図である

[ 図6A] 加工開始時におけるワークと工具を斜め上から見た斜視図である。

[ 図6B] 加工中間時におけるワークと工具を斜め上から見た斜視図である。

[ 図6C] 加工終了時におけるワークと工具を斜め上から見た斜視図である。

[ 図7A] 加工開始時におけるワークと工具を斜め下から見た斜視図である。

[ 図7B] 加工中間時におけるワークと工具を斜め下から見た斜視図である。

[ 図7C] 加工終了時におけるワークと工具を斜め下から見た斜視図である。

[ 図8A] 加工開始時のワークと工具の位置関係を詳細に示す側面図である。

[ 図8B] 加工開始時のワークと工具の別の位置関係を詳細に示す側面図である

発明を実施するための形態

[001 7 ] この発明の一実施形態を図面と共に説明する。図 1 はこの実施形態の一部

破断正面図、図 2 はその一部破断側面図である。 この工作機械は旋盤であつ

て、ベ ッ ド1 上に、正面視で左右方向 （Z 軸方向）に延びる主軸 2 が主軸台

3 を介 して回転自在に設置され、 この主軸 2 の軸心 0 1 の延長線上に、主軸

2 とは別の支持手段 5 が設けられている。 この実施形態の支持手段 5 は、ヮ

- クW の端面の中心を支持する回転センタ一であり、芯押 し台 4 に支持され

ている。ワークW は、一端が主軸 2 の先端に設けられたチャック 2 a により

把持され、他端が支持手段 5 により支持される。主軸 2 は、サ一ボモータ等

からなる主軸モータ 6 により、伝動機構 7 を介 して回転駆動される。

[001 8 ] 主軸 2 によるワークW の支持位置の上下に、一対の加工手段 1 0 が設けら

れている。各加工手段 1 0 は、送 り台 1 1 および昇降台 1 2 を介 して、タレ

ッ 卜型の刃物台 1 3 を主軸 2 の軸心方向 （Z 軸方向）および上下方向である

送 り方向 （X 軸方向）に移動可能に設置 したものである。送 り台 1 1 は、ベ

ッ ド1 に設けられた Z 軸方向の案内 1 a に進退自在に設置され、昇降台 1 2

は、送 り台 1 1 に設けられた X 軸方向の案内 1 1 a に昇降自在に設置されて



いる。送 り台 1 1 および昇降台 1 2 は、 それぞれサ一ボモータおよび送 りね

じ機構 か らなる駆動装置 （図示せず） によ り、水平進退駆動 および昇降駆動

がなされ る。送 り台 1 1 の進退 によ り、 刃物台 1 3 の ワー クW に対する軸方

向 （Z 軸方向）の移動がなされ る。 また、昇降台 1 2 の昇降 によ り、 刃物台

3 に設 けた工具 1 4 の ワー クW に対する切込み量 （X 軸方向）の調整 がな

され る。

[001 9] 刃物台 1 3 は、主軸 2 の軸心 0 1 と平行な旋 回軸 0 2 回 りに旋 回 自在 なタ

レッ ト刃物台である。 刃物台 1 3 は、旋 回軸 0 2 に沿 う方向か ら見た形状 が

多角形 を してお り、 その外周部 に複数 の工具装着部 1 3 a が設 け られている

。工具装着部 1 3 a は、 刃物台 1 3 の一部 であ ってもよ く、 あるいは刃物台

3 とは別 に設 け られた工具 ホル ダであ っても良い。各工具装着部 1 3 a に

は、 それぞれ工具 1 4 が装着 され る。 図示 しない割 出駆動機構 によ り、旋 回

軸 0 2 回 りに刃物台 1 3 を旋 回させ ることで、各工具装着部 1 3 a に装着 さ

れた複数 の工具 1 4 の うちの任意の工具 1 4 が定め られた加工位置 P に割 り

出され る。

[0020] 刃物台 1 3 の各工具装着部 1 3 a に装着 され る複数 の工具 1 4 の うちの少

な くとも一つは、 刃物台 1 3 を旋 回させて切削加工 を行 う特殊加工用の工具

1 4 A とされている。 図 1 、 図 2 では、上側 の加工手段 1 0 の刃物台 1 3 に

特殊加工用の工具 1 4 A が装着 されている。 この特殊加工用の工具 1 4 A は

、 図 3 A 〜図 3 C に示すように、 刃物台 1 3 の旋 回軸 0 2 回 りの旋 回による

工具 1 4 A の仮想旋 回軌跡 K の接線 S に対 して平行で、 かつ主軸 2 の軸心 0

( Z 軸方向）すなわち旋 回軸 0 2 に対 して傾斜 するフラ ッ トな刃先 3 0 を

有 する。上記仮想旋 回軌跡 K は、 刃先 3 0 を成 す直線上の任意の点、例 えば

この直線 の長 さ方向の中心点 を旋 回軸 0 2 回 りに回転 させた ときの軌跡 であ

る。 刃先 3 0 の形状 をよ り詳 しく説明すると、 刃先 3 0 は、仮想旋 回軌跡 K

の接線 S を含み旋 回軸 0 2 と平行な平面上 に位置 し、旋 回軸 0 2 に対 してね

じれの関係 にある直線状 の形状 である。

[0021 ] 図 1 、 図 2 において、 この工作機械 は、全体が機体 カバ一 1 5 に覆われて



おり、この機体カバ一 1 5 内における主軸台 3 および刃物台 1 3 を設置 した

空間が加工領域Q となる。この加工領域Qの底面は全体が、傾斜面のホッパ

—状部 1 6 に形成され、このホッパー状部 1 6 の底面の開口 （図示せず）部

分の下に一端 1 7 a が位置するチップコンベア 1 7 が、べッド1 の下面の前

後に貫通 した空間を介 して工作機械の後方へ延びている。加工領域Qの前面

は、機体カバ一 1 5 に設けられた開閉扉 1 8 で開閉可能であり、この開閉扉

8 に、主軸 2 に対するワークWの搬入搬出の補助を行う搬入搬出補助機構

9 が設けられている。

[0022] 図 1 に示すように、この工作機械は、加工制御手段 2 0 により制御される

。加工制御手段 2 0 は、コンピュータ式の数値制御装置およびプログラマコ

ン 卜ローラからなり、加工プログラム 2 1 および演算制御部 2 2 を備える。

加工プログラム 2 には、一般的な工具 1 4 を用いる通常加工用プログラム

2 1 A と、特殊加工用の工具 1 4 A を用いる特殊加工用プログラム 2 B と

がある。通常加工用プログラム 2 A には、刃物台 1 3 をX 軸方向に進退さ

せる命令と、刃物台 1 3 をZ 軸方向に進退させる命令とが記載されている。

特殊加工用プログラム 2 B には、刃物台 1 3 をX 軸方向に進退させる命令

と、刃物台 1 3 をZ 軸方向に進退させる命令とに加えて、刃物台 1 3 を旋回

軸 0 2 回りに旋回させる命令が記載されている。演算制御部 2 2 は、上記加

ェプログラム 2 を解読 して実行 し、工作機械の各駆動源等の制御を行う。

[0023] 通常加工用プログラム 2 A による加工は、工具 1 4 の刃先がワークWに

対 して定められた切込み量となるように、刃物台 1 3 のX 方向位置を調整 し

ながら、刃物台 1 3 をZ 軸方向に移動させて切削加工を行う周知の加工であ

る。

[0024] 特殊加工用プログラム 2 1 B による加工は、外周面が円筒面状であるヮ一

クWの外周を切削加工する場合に適用され、工具 1 4 A の刃先 3 0 が主軸 2

に把持されたワークWの外周面を成す母線M (図4 ) との距離を一定に保つ

ように、刃物台 1 3 の旋回軸 0 2 回りの角度位置、および刃物台 1 3 の送り

方向 （X 軸方向）の位置を互いに同期制御 しながら加工を行う。図4 のよう



にワークWの外周面が円筒面状である場合は、 「母線M との距離を一定に保

つ」という表現を、 「ワークWの中心 （主軸軸心 0 1 ) との距離を一定に保

つ」と言い換えることができる。

[0025] 具体的な加工の例を、図 5 ないし図 7 A ~ C と共に説明する。図 5 は、 （

A ) 加工開始時、 （B ) 加工中間時、および （C ) 加工終了時におけるヮ一

クWと工具 1 4 A の位置関係を示す側面図および平面図を一つの図にまとめ

て表 した説明図である。図 6 A 〜図 6 C は、それぞれ加工開始時、加工中間

時、および加工終了時におけるワークWと工具 1 4 A を斜め上から見た斜視

図で、図 7 A 〜図 7 C は同 じく斜め下から見た斜視図である。図示例のヮ一

クWは、軸方向の中間部が他よりも大径となった段付き形状であり、大径部

分W a の外周を切削加工するものとする。また、上側の加工手段 1 0 で切削

加工を行う場合を示 し、刃物台 1 3 の旋回方向は、図 5 の側面図における時

計回りの方向 （矢印方向）とする。

[0026] まず、刃物台 1 3 をZ 軸方向に進退させて、工具 1 4 A の刃先 3 0 をヮ一

クWの大径部W a の上方に位置させる。刃物台 1 3 の旋回角度位置は、刃先

3 0 の始端 A すなわち刃物台 1 3 の旋回による刃先 3 0 の移動方向の先端を

、主軸軸心 0 1 と同 じY 軸方向位置とするか、または主軸軸心 0 1 よりも刃

先 3 0 の移動方向の上流側 （図 5 における右側）となるようにする。この状

態で、刃物台 1 3 のX 軸方向移動により工具 1 4 A を下降させて、図 5 の （

A ) 加工開始時のように、刃先 3 0 の始端 A をワークWの外周面に接触させ

る。これにより、ワークWの大径部W a における軸方向の一方端 （図 5 の平

面図における下端）が切削加工される。

[0027] 正確には、刃先 3 0 の始端 A が主軸軸心 0 1 と同 じY 軸方向位置にある状

態で工具 1 4 A を下降させる場合、図 8 A に示すように、工具 1 4 A をヮ一

クWの上端よりも切込み量 ∆ χ 分だけ低い位置まで下降させることで、ヮ一

クWの外周面を切削加工する。図 8 Β のように、刃先 3 0 の始端 Α が主軸軸

心 0 よりも刃先 3 0 の移動方向の上流側にある状態で工具 1 4 A を下降さ

せる場合は、後で行われる刃物台 1 3 の旋回により刃先 3 0 の始端 A での切



削加工が行われる。

[0028] 工具 1 4 A を定められた高さ位置まで下降させた後、刃物台 1 3 を時計回

りに旋回させることで、図 5 の （B ) 加工中間時、 （C ) 加工終了時のよう

に、工具 1 4 の刃先 3 0 におけるワーク切削点を始端 A から中間点 B、終端

Cへと移動させながら、ワークWの大径部W a を切削加工する。その際、刃

物台 1 3 の旋回と刃物台 1 3 の昇降とを同期制御することにより、工具 1 4

A の刃先 3 0 とワークWの外周面との距離すなわち切込み量 ∆ χ を一定に保

つ。具体的には、加工開始時から加工中間時までは工具 1 4 Α を下降させ、

加工中間時から加工終了時までは工具 1 4 A を上昇させる。刃先 3 0 の終端

C によりワークWの大径部W a における軸方向の他端 （図 5 の平面図におけ

る上端）が切削加工されたら、工具 1 4 A を上昇させて加工を終了する。

[0029] このように、工具 1 4 A の刃先 3 0 におけるワーク切削点を連続的にずら

せながら加工を行うことにより、送りマークを小さくでき、表面粗度が良好

に加工できる。また、ワーク切削点が連続的にずれるため、刃先 3 0 の 1 点

に切 くずによる摩擦熱が集中することがない。それにより、加工速度を速 く

でき、かつ工具 1 4 A の耐久性を向上させることができる。

[0030] この実施形態の場合、主軸 2 とは別の支持手段 5 が設けられており、長尺

なワークWの場合、ワークWの一端を主軸 2 で把持 し、他端を支持手段 5 で

支持することができるため、長尺なワークWの加工も容易である。支持手段

5 は回転センタ一に限らず、他の構成のものであってもよい。また、場合に

よっては、支持手段 5 が設けられていなくてもよい。

[0031 ] 以上のとおり、図面を参照 しながら好適な実施形態を説明 したが、当業者

であれば、本件明細書を見て、自明な範囲内で種々の変更および修正を容易

に想定するであろう。 したがって、そのような変更および修正は、添付の特

許請求の範囲から定まるこの発明の範囲内のものと解釈される。

符号の説明
[0032] 主軸

5 支持手段



3 刃物台

1 4 ， 4 A 工具

0 加工制御手段

3 0 刃先

K 仮想旋回軌跡

M 母線

0 1 主軸の軸心

0 旋回軸

S 接線

W ワーク



請求の範囲

[ 請求項 1] 外周面が円筒面状であるワークの端部 を把持 して回転する主軸 と、

前記主軸の軸心 と平行な旋回軸回 りに旋回自在であ り、前記主軸の

軸心 と前記旋回軸 とを結ぶ軸線上 に沿 う送 り方向に主軸 に対 して相対

的に移動 自在な刃物台 と、

この刃物台 に装着 される工具 と、

加工制御手段 とを備 え、

前記工具 は、 フラッ トな刃先 を有 し、 この刃先が、前記刃物台の旋

回による工具の仮想旋回軌跡の接線 に対 して平行で、かつ主軸の軸心

に対 して傾斜するように前記刃物台 に装着 されるものであ り、

前記加工制御手段 は、前記工具の刃先が前記主軸 に把持 されたヮー

クの外周面 を成す母線 との距離 を一定に保つように、前記刃物台の前

記旋回軸回 りの角度位置、 および前記刃物台の前記送 り方向の位置 を

互いに同期制御するもの と した工作機械。

[ 請求項 2 ] 前記刃物台は、外周部 に複数の工具 を装着可能で、前記旋回軸回 り

に旋回させることで、前記複数の工具の うちの一つを前記主軸 に把持

されたワークの側 に割 り出すように したタ レッ トである請求項 1 記載

の工作機械。

[ 請求項 3 ] 前記 ワークの一端 を前記主軸で把持 し、他端 を主軸 とは別の支持手

段 によ り支持する請求項 1 または請求項 2 記載の工作機械。

[ 請求項 4 ] 外周面が円筒面状であるワークの端部 を把持 して回転する主軸 と、

前記主軸の軸心 と平行な旋回軸回 りに旋回自在であ り、前記主軸の軸

心 と前記旋回軸 とを結ぶ軸線上 に沿 う送 り方向に主軸 に対 して相対的

に移動 自在な刃物台 と、 この刃物台 に装着 される工具 とを備 え、前記

工具 は、 フラッ トな刃先 を有 し、 この刃先が、前記刃物台の旋回によ

る工具の仮想旋回軌跡の接線 に対 して平行で、かつ主軸の軸心 に対 し

て傾斜するように前記刃物台 に装着 されるものである工作機械 を用い

る加工方法であ って、



前記工具の刃先が前記主軸 に把持 されたワークの外周面 を成す母線

との距離 を一定に保つように、前記刃物台の前記旋回軸回 りの角度位

置、 および前記刃物台の前記送 り方向の位置 を互いに同期制御 して、

前記工具の刃先 におけるワークに接触する切削点を前記主軸の軸心 に

沿 って移動 させなが らワークの円筒面状である外周面 を切削加工する

加工方法。

[ 請求項 5 ] 加工開始時か ら加工中間時 までは前記工具 を下降させ、加工中間時

か ら加工終 了時 までは前記工具 を上昇 させることで前記距離 を一定に

保つように制御する請求項 4 記載の加工方法。
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